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新聞記事に見る防潮堤問題の論点整理








（A）防潮堤を巡る発言内容と発言数、（B）発言者の属性を 2011 年 3 月 12 日から 2014
年 3 月 31 日までの期間収集した。そして（A）と（B）の時系列変化、さらに（A）と（B）
の相互の関係性を分析した。その結果、上記の期間が、防潮堤発言増大期・停滞期・再
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1．問題の所在 








潮堤を含む海岸保全施設は、2014 年 3 月末現在、






例えば岩手県大槌町では、2012 年 9 月、長野
県に本部を置く NGO 団体 LIA3）が、町内中心部
の防潮堤について、その高さを再考する機会を住
民に与えてほしいと署名活動を行い、大槌町長に
6,596 人分の署名を手渡した 4）。また 2013 年 11 月、



































































たのは 2002 年 9 月で、岩手県宮古市田老の延長
2,433 メートル、高さ 10 メートルの防潮堤に対し
てである 13）。東日本大震災以前に朝日新聞で巨
大防潮堤という表現が使われていたのは、この 1


































今回用いた調査資料は、2011 年 3 月 11 日の東
日本大震災発災翌日の 3 月 12 日から 2014 年 3 月
31 日までの 1,115 日分の岩手日報の記事である。
岩手日報は、岩手日報社（岩手県盛岡市）発行の
日刊新聞である。岩手日報は、創刊 1876 年、発
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まず、2011 年 3 月 12 日から発言数が増加傾向
にあり、最大値が訪れる 2011 年 12 月 31 日まで
を第Ⅰ期とした。岩手県復興計画が策定された
























































































































2013 年 12 月から、発言数は急増する。翌 2014

















のである。177 件のうち、取材が 150 件、アンケー
トが 7 件、投稿が 18 件、論説が 2 件であった。
4-4．発言者の属性







































































































震災前・直後の防潮堤について 22   （12%）
ニュースリリース・発表事項 39   （22%）
                               （単位：件）
総数 177 件の防潮堤に関する発言のうち、最も
多かったのが、今後建設される防潮堤についての
発言数で 116 件、全体の 66％だった。内訳は、
図 2 で示した。震災前の地域にあった防潮堤の高





数が 44 件・38% と、116 件中 112 件が、今後建
設される予定の防潮堤の高さについて言及してい















































　 被災地居住 被災地以外 合計
　 発言数 割合 発言数 割合
住民 90 89% 11 11% 101
行政 39 76% 12 24% 51
ＮＰＯ・
研究者 2 13% 13 87% 　  15












ている。第Ⅱ期は、40 件 35%（40 ／ 112）、第Ⅲ




















は、45% 対 55% とあまり開きはみられない。第
Ⅱ期では、40% 対 60% で、その差は 1.5 倍である。
第Ⅲ期に入ると、高さに関する発言数の絶対数は












であった。行政は、18 件で全体の 4 割であった。
住民と行政の割合に、大きな開きは見られなかっ






















理由を、表 6 のとおり 12 に分類した。その結果、
「巨大防潮堤がよい」理由と「従来通りの高さが
よい」理由では、大きく異なることが分かった。
表 5　高さに関する発言と 3 期間の推移（N=112）
（単位 : 件）
時期区分 第Ⅰ期＜増大期＞ 第Ⅱ期＜停滞期＞ 第Ⅲ期＜再燃期＞
合計
期間 2011.3 ～ 2011.12 2012.1 ～ 2013.11 2013.12 ～ 2014.3
巨大防潮堤がよい 24（45%） 16（40%） 4（21%） 44
従来通りの高さがよい 29（55%） 24（60%） 15（79%） 68





































































































安全確保 環境景観 巨額経費 高台移転 逃げる 構造 浸水域 合意形成疑問
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が 17 件・33%、「巨額の経費がかかる」が 4 件・
8%、「高台移転」が 4 件 ･8%、「逃げることを忘




























発災からの 3 年間を 3 つの時期に区分できる点で
ある。発言数が増加傾向にあった 2011 年 3 月 12
日～ 2011 年 12 月の第Ⅰ期・防潮堤発言増大期
に始まり、発言数が落ち着く傾向にあった 2012
年 1 月～ 2013 年 11 月の第Ⅱ期・防潮堤発言停滞
期、そして、再び発言数が増加する 2013 年 12 月






























































































































































４）『岩手日報』　2012 年 9 月 6 日。　









７）岩手県内では、防潮堤を建設する 134 箇所のうち 20
箇所で、県の整備方針の計画よりも堤防高は低くなっ
ている（2014 年 5 月末時点）。












































水位として、津波の大きさを＜レベル 1 ＞（通称 L1）











































19） 環境面でおもに研究者や NPO が防潮堤に関する問題
を指摘している。学術的立場から、日本生態学会生態












建設される防潮堤の総延長が約 370 km あり、高さは














災した沿岸 12 市町村すべてで 2011 年内に策定された。
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23）『岩手日報』2011 年 4 月 2 日。
24）『岩手日報』2011 年 5 月 5 日。
25）『岩手日報』2011 年 7 月 14 日。
26）『岩手日報』2011 年 10 月 3 日。
27） 岩手日報が独自に集計した避難者 500 人アンケート
（2011 年 5 月 11 日掲載）や、沿岸 12 市町村長アンケー





























32）『岩手日報』2011 年 10 月 12 日。
33）『岩手日報』2014 年 3 月 6 日。
34）『岩手日報』2014 年 2 月 19 日。
35）『岩手日報』2012 年 5 月 14 日。
36）『岩手日報』2011 年 10 月 20 日。
37）『岩手日報』2012 年 1 月 11 日。
38）『岩手日報』2011 年 10 月 3 日。
39）『岩手日報』2011 年 5 月 11 日。
40）『岩手日報』2012 年 7 月 1 日。
41）『岩手日報』2011 年 12 月 5 日。
42）『岩手日報』2012 年 1 月 11 日。
43）『岩手日報』2011 年 12 月 16 日。
44）『岩手日報』2011 年 11 月 17 日。
45）『岩手日報』2011 年 11 月 18 日。
46）『岩手日報』2013 年 3 月 2 日。
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Reviewing Arguments on the Construction of Seawalls in 
Iwate Nippo Newspaper Articles from March 2011 
to March 2014
Nao Sakaguchi
Abstract　　　In connection with reconstruction after the Great East Japan Earthquake and 
tsunami, there are two issues regarding the construction of seawalls. One is the 
lack of a clear consensus on building seawalls higher than what is considered to be 
conventional, and the other concerns the problems of building such high seawalls. 
This paper reviews seawall construction plans and related arguments and comments 
which appeared in newspaper articles in order to identify their characteristics. 
The paper further examines the development of problems concerning seawalls by 
analyzing newspaper articles in a local newspaper, the Iwate Nippo. The analysis 
involved collecting （1） article content and the number of comments regarding seawall 
construction, and （2） attributes of people who gave those comments during the period 
from March 12, 2011 through March 31, 2014. Next, the paper analyzes chronological 
changes in （1） and （2）, as well as correlations between them. Based on the results, 
the above period was divided into three periods: the increase period, the inactive 
period, and the reactivation period. The comments were made by a diverse variety 
of people because over 20% of the comments came from people outside the affected 
areas. This analysis also found that 20% of the people who preferred conventional 
height were skeptical of the processes for respecting public opinion and for consensus 
building, and that the reasons for the skepticism were diverse.
Keywords     Post-disaster reconstruction, massive seawall, consensus building, stakeholder, 
diversity
